
10 款 1 項 3 目

17 年度 設定なし

- -
- - - - - - - -
- - - - - -

実施スケジュール
項目 26年度以前 27年度 28年度 29年度 30年度 31年度 32年度以降

20,000 20,000 20,000 20,000 20,000 100,000

向こう5年間の直接事業費の推移

年度
28年度 29年度 30年度 31年度 32年度 5年間の実績

各勤務評定記録の合計点数 点 189 200 190.8
ALT雇用人数 人 5 5 5 5

項目 単位 26年度実績 27年度予定 9月末の実績 27年度実績

一般財源 21,005 23,096 11,202 21,589

事業活動の実績（活動指標）

財源内訳 地方債 0 0 0 0
その他 0 0 0 0

0
県支出金 0 0 0 0

人件費 1,272 2,251 1,125 1,125
国庫支出金 0 0 0

8,042
補助事業人件費 0 0 0 0

人件費
内訳

人工数 0.16 0.28 0.14 0.14
人件費単価 7,954 8,042 8,042

1,126
合計 0 23,096 11,202 21,589

事業費
直接事業費 19,732 20,844 10,076 20,463
人件費 1,273 2,252 1,126

改善策の
具体的

取り組み

事業費及び財源内訳
項　　　目 26年度決算 27年度予算 9月末の執行状況 27年度決算

事業の目的

市内小・中学校等における外国語教育の充実を図ることで、児童・生徒と諸外国の相互理解を増進し、以って
本市国際化の推進に貢献する。

事業の内容

市内小・中学校等において、教職員が行う外国語授業・活動・教材作成等の補助を行い、目的の達成に努め
る。

改善策の
具体的

取り組み
（当初）

本年度も5人のＡＬＴを配置し、小学校においては国際理解教育の推進を、中学校においては、生徒の語学力
の向上に努めることができた。

事業の対象 外国語指導助手（ＡＬＴ）

根拠法令等
「語学指導等を行う外国青年招致事業」募集要項・伊予市英語指導助手就業規則

予算科目

総合計画での位置付け
教育・文化・スポレクの振興〜うるおいと生きがいのひとづくり〜
学校教育の充実

事業の性格 内部管理事務
実施期間 【開始年度】 平成 【開始年度】

所管課情報 担当課： 教育総務課 電話番号（内線）：

平成27年度事務事業評価シート
該当事業（評価対象外事業は基本情報のみ記載）

一般事務 公共建設事業 評価対象外事業

089-989-9871
記入者情報 所属長： 大西 昌治 担当責任者： 小田 忠幸

事務事業名 ＡＬＴ派遣事業



2二次評価
（所属部長）

一次評価結果のとおり事業継続と判断する。

意見、課題

課題認識

新規1人を含む計5人のＡＬＴを配置し、本市における「英語教育」の充実を図ることができた。今後も「自治
体国際化協会」の斡旋により「英語指導補助」として高い資質を持つ職員の確保に努めていく必要があ
る。

二次評価

B成果向上の可能性 4
施策への貢献度 4

効率性
手段の最適性 4

Bコスト効率

課題認識

　親しみやすいＡＬＴが殆どで、日常から異文化認識を含めた、英会話での気軽な交流が図れるよう工夫
が必要である。

一次評価

一次評価
（所属長）

妥当性
目的の妥当性 4

B

3
受益者負担の適正 4

施策への貢献度 4

市民ニーズへの対応 4
市の関与の妥当性 5

有効性
事業の効果 4

自己評価

自己評価
（担当責任者）

妥当性
目的の妥当性 4

B市民ニーズへの対応 4
市の関与の妥当性 4

効率性
手段の最適性 3

Bコスト効率 4
受益者負担の適正 4

有効性
事業の効果 3

B成果向上の可能性 4

目　　標 1 0 0 0
実　　績 0 0 0 0

成果指標

成果指標
各勤務評定記録の合計点数／人数×10項目×4点×100

指標設定の
考え方

年1回、各校長監理のもと作成される勤務評定（10項目・各4点満点）について、ALT全員が全項目満点となる
ことを目標とする。

区分年度 26年度 27年度 28年度



2
経営者会議の最終判断

事業の方向性
現状のまま継続する。

意見、課題

行政評価委員会の答申

外部評価
（行政評価委員会）


